
 

1 

 

アイリスオーヤマに学ぶ急成長ビジネスモデル 

―ユーザーが必要とする商品を圧倒的低価格で実現― 

江崎 康弘（長崎県立大学） 

y-ezaki928@sun.ac.jp 

             

キーワード： メーカー・ベンダー、ユーザーイン、新商品開発会議 

 

１．はじめに 

 

 平成が終わり令和となった。平成は日本企業にとって、どのような時代であっただろうか。

電機産業に注目すると、平成の時代は多様な電機製品を手掛けた「総合電機」が壊滅した時

代であった。重電業界は復活の兆しが見えるが、家電産業は凋落傾向が止まらない。  

パナソニックやソニーなども家電事業では苦しい局面が続いている。日本の家電事業の

凋落の大きな要因としてあげられるのが、デジタル化の進展とモジュール化の深耕である。

この結果、サムスン電子、LG 電子、ハイアールやハイセンス、そしてスマートフォンでは

ファーウェイ、ZTE などに日本の電機メーカーは、国内外で後塵を拝しているのである。 

このように暗い話が多いなか、家電分野で急成長を遂げているのがアイリスオーヤマで

ある。生活用品中心のアイリスオーヤマが、家電事業への新規参入し成功しているのである。  

同社は、これまで“安くて便利”な商品を数多く生み出してきた。ガーデニング関連用品、

収納、LED 照明など、技術や社会の変化とともに同社の事業や商品構成も変化してきた。

同社の変化対応力を如実に表した事例が、生産拠点の海外移転、そして大手電機メーカーで

集約撤退方向になった家電事業への参入である。同社は、既存技術の利活用により新商品を

迅速かつ積極的に商品化をしてきた。ありそうでなかった商品を手ごろな価格で販売し、消

費者の支持を獲得した「ユーザーイン」の発想が、経営の根幹をなしている。 

本稿では、アイリスオーヤマ角田 I.T.P.（インダストリアル・テクノ・パーク）および新

商品開発会議視察、大山健太郎会長へのインタビュー、さらに大阪心斎橋の R&D 拠点の家

電エンジニアへのインタビューなどを通して、急成長するアイリスオーヤマの現在を述べ

ることとしたい。 

 

２．新商品開発会議  

  

 アイリスオーヤマの商品開発の根幹をなすのは、メディアで頻繁に取り上げられている

「新商品開発会議」（写真１）である。会長、社長をはじめ経営幹部が一堂に会する「新商

品開発会議」は、角田 I.T.P.で毎週月曜日に開催されている。大阪心斎橋の R&D センター

他の国内外拠点もテレビ会議システムを介して情報の共有化が図られている。競合他社の

商品比較データが大型スクリーンに映され、試作品をステージに上げてのプレゼンテーシ
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ョンでは、競合他社商品との比較やデザインなどの鋭い質問が経営幹部から矢継ぎ早にな

されていた。消費者目線で「なるほど」な点がない場合は、却下され再提案となる。 

このように経営幹部が個々の商品に関して、競合商品情報を共有し、自社商品のコストを

いかに下げるかを最重要課題として現場にフィードバックする「場」を共有している点に、

他社にはない優位性を見出すことができる。そして、商品開発の最終的な責任は経営者にあ

るとことが徹底されている。様々な部門が同時に商品開発に関与するなかで、企画から商品

化まで３ヶ月というスピード開発が、総売上高・新商品売上高比率 60%を可能にしている

のである。 

 写真１．新商品開発会議  

 

 

 

（出所）https://www.sankeibiz.jp/business/photos/150706/bsb1507060500001-p3.htm 2019 年６月 18日アクセス 

 

３． 大山健太郎会長へのインタビュー 

  

アイリスオーヤマの大山健太郎会長の経営は、商品企画から研究、製造、物流、販売ま

で内製化に拘っている。アウトソーシングではなく、ネジ一本まで自社リソースを徹底的

に活用するのである。大山会長は経営とマネジメントは同じではないとする。IPO を目標

とする経営は、上場益を獲得することを主眼しているが、そのような経営スタイルを否定

し IPO をする予定はないと断言した。消費者志向の経営をするためには、IPO での株主重

視の経営は阻害要因にしかならないと明言したのであった。 

また同社は内部留保による無借金経営を実現している。M&A や海外の工場建設などの

投資は内部留保の範囲内で実行している。消費者が安心できる良い商品を市場へ提供して

いればシェアがトップになると信じて疑わないのである。 

 同社の 2018 年 12 月期の売上高は、単体 1550 億円、連結 4750 億円におよぶ、資本金

は 1 億円であり、会社法上および税法上では中小企業に分類されるのである。同社は、有

限責任監査法人トーマツによる任意監査は実施されているが、連結売上髙が 5000 億円に

届かんとする“中小企業”なのである（図１）。 

https://www.sankeibiz.jp/business/photos/150706/bsb1507060500001-p3.htm
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図１．アイリスオーヤマの売上推移 

 

 

（出所）https://www.irisohyama.co.jp/company/results/  2019年 4 月 3日アクセス 

  

図１のとおり連単倍率が３倍以上となりグループ力が強いことが示されている。この強

さの一例として、ロボットによる生産自動化の積極的な導入を海外工場でも進めて人件費

要因でのコストへの影響を極小化することに注力している点がある。 

 

３．家電Ｒ＆Ｄ機能の拡充 

 

 創業当時、同社はプラスチック収納商品などが事業の中心であった。2004 年に LED を

使ったガーデニング用照明の発売を契機にして家電事業に参入したが、消費者の反応は高

くなかった。後発メーカーで、“安かろう、悪かろう”のイメージが強く、大手電機メーカ

ーに対抗できるところまで到達していなかった。 

 2012 年、家電の商品開発力強化のためにエンジニアの中途採用を開始したことで、同社

製品に対する消費者の認知度が大きく変わったのであった。2011 年、三洋電機がパナソニ

ックの完全子会社なった。さらに、2012 年にパナソニックは、旧三洋電機の白モノ家電事

業をハイアールへ売却した。この一連の事業構造の変革の嵐のなか、多くの家電エンジニ

アが職場を追われた。この旧三洋電機に加え、シャープや東芝の家電事業も経営不振のな

か、事業再編を余儀なくされたが、これら大手電機メーカーからアイリスオーヤマへ転職

するエンジニアが増え、2013 年に大阪・梅田に大阪 R&D センターを開設し、そして

2014 年８月に大阪・心斎橋に同センターを移転させ、R&D 機能を拡充させた。 

これを契機にして、ユーザーインの発想での家電製品のスピード開発に繋がったのであ

る。それを顕著に表したのが「なるほど家電」と称される家電商品群である。機能はシン

プル、価格はリーズナブル、品質はグッド、そして、人々がより気持ちよく快適に過ごす

ための「なるほど」をプラスしたのが同社の「なるほど家電®」である。 

 2016 年には、仙台と大阪で分散していた家電開発機能を大阪に集約した。大阪 R&D セ

https://www.irisohyama.co.jp/company/results/
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ンターには約 80 名のエンジニアが在籍しているが約 50 名は転職組である。中途採用者の

平均年齢 45 歳と年齢層が高いが、開発への想いが強く、大手電機メーカーに在籍した当

時、・さまざまな制約で開発や製品化ができなかった、・新規性が高い斬新なアイデアで

開発計画を作成しても、上層部へ稟議が上がっていく段階で、リスクを取れない、取りた

くないとの指摘で、尖ったアイデアが消えていった、などの不満を抱えていた。 

インタビューに応じていただいた元東芝のエンジニアも、このことを繰り返し話され、

ここでは現場のエンジニアが作りたいものを作らせてくれる、そして新商品開発会議で経

営トップの決裁が下りた商品の事業責任は、開発技術者ではなく、決裁した会長や社長が

取る点が素晴らしいと強調していた。 

 前職で、大手電機メーカーに勤務していた筆者としては、この元東芝のエンジニアの言

葉が身に染みて感じる。平成の 30 年間は総合電機が壊滅した時代であった、多くの企業

でリストラが為され、花形事業であった半導体、パソコン、携帯電話・スマートフォンな

どの事業は、次々と大手電機メーカーのグループから切り離され、同時に多くの従業員が

会社を去り、リスクが伴う新規事業への参入に躊躇するようになった。このような時代背

景のなかでの、アイリスオーヤマによる家電事業への新規参入であった。 
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